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1. エグゼクティブサマリー

AILEXの全機能セットを再現する単一の先行サービスは、5つの独立した調査のいずれにおいても確認されな

かった。特にAIファクトチェック機能の標準搭載と、訴訟業務の一気通貫ワークフロー（相談→文書生成→

検証→管理）の統合は、調査した全サービス（50社超）において該当がなく、独自性が極めて高い。

AILEXは、契約書レビューに偏重した日本のリーガルテック市場において、「訴訟実務」という構造的空白

地帯に位置する日本発の「弁護士向け統合AIリーガルOS」である。5調査機関の分析結果は高い一致度を示

しており、以下の点が確認された。

■ 統合型の不在: AILEXと同等の5機能統合（AIチャット＋AI文書生成＋AIファクトチェック＋文書/事件管理

＋請求管理）を備えたSaaSは、国内外ともに確認されず

■ ファクトチェック:

AIファクトチェック機能を標準搭載したリーガルテックSaaSは、50社超の調査で他に存在しない（確信度99%）

■ 訴訟AI市場:

訴訟文書AI生成の市場は黎明期。契約レビュー市場（飽和・10社超）とは異なり、統合型の先行者は不在

■ 海外にも不在:

日本語で日本法に対応し、AIファクトチェックを備えた統合訴訟SaaSは海外サービスにも存在しない

■ 法的留意点: 無条件の「日本初」主張は景品表示法上のリスクあり。第三者調査機関の裏付けとカテゴリの

厳密な定義が不可欠
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2. 調査の概要と方法論

2.1 調査体制

項目 調査機関A 調査機関B 調査機関C 調査機関D 調査機関E

手法
Web検索＋ 企業DB＋

PR TIMES
Web検索＋ X分析＋

市場レポート

Web検索＋
カオスマップ＋
仕様書分析

学術文献＋ PR
TIMES＋ 市場俯瞰

Web検索＋
公式サイト＋
事業性評価書

対象数 約100 サービス 約20 サービス 50以上 サービス
市場横断

(法務/医療等)
約20 サービス

重点
機能別競合
景品表示法
海外比較

スコアリング
日本初既存主張

市場規模

機能マトリクス
仕様書詳細
確信度評価

ブランド多義性
AIエージェント
初占有状況

訴訟文書特化
統合OS

弁護士法72条

2.2 5調査機関の結論一致度

論点 A B C D E 一致

全機能統合は他に確認されず ● ● ● — ● ●

個別機能には先行サービスあり ● ● ● ● ● ●

契約レビュー市場は飽和 ● ● ● ● ● ●

訴訟AI市場は黎明期 ● ● ● — ● ●

ファクトチェック搭載は他になし ● — ●(99%) — — ●

無条件「日本初」は主張困難 ● ● — ● ● ●

「統合AIリーガルOS」は主張可能 ● ● ● — ● ●

● = 確認済み — = 直接言及なし

5調査機関の分析結果は高い一致度を示しており、本レポートの結論の信頼性は高い。
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3. 日本のリーガルテック市場の現状

3.1 市場規模と成長トレンド

AI活用の市場シェアは30%超に達しているが、その大部分は契約レビュー（約70%）が占める。訴訟支援は全体に

占める割合が極めて小さく、AILEXが狙うポジションはニッチだが成長余地が大きい。

年 市場規模 出典

2021 約140億円（電子契約） 調査機関C

2022 約350億円 Impress Research

2023 500億円超 矢野経済研究所

2027（予測） 1,000億円 Statista

3.2 カテゴリ別の市場成熟度

カテゴリ 成熟度 プレイヤー数 AILEXとの関連

契約レビュー 飽和 10社超 非競合（不参入）

電子契約 成熟 5社超 非競合

事件管理 成長期 10社超 直接競合（統合対象）

訴訟文書AI 黎明期 3〜5社 中核市場

統合型訴訟AI SaaS 未確立 0社 AILEXが開拓

3.3 市場の追い風

▶ 2024年: 法務部門での生成AI利用が倍増

▶ 2025年: 弁護士向けAI支援ツールが急増（Legal Knowledge、弁護革命AI機能等）

▶ 2026年1月: 最高裁が民事裁判でのAI補助活用の検討を開始（日経新聞報道）

▶ 2026年6月: 民事裁判IT化完全施行 — AILEXにとって最大の追い風
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4. 既存サービスの詳細分析

4.1 AI契約レビュー市場（飽和）— AILEXの非競合領域

5調査機関すべてが、AI契約レビュー市場の飽和を確認した。いずれも企業法務向け契約業務に特化しており、訴

訟業務には対応していない。

サービス 提供会社 開始 訴訟機能 備考

LegalOn Cloud LegalOn Technologies 2019 なし ARR100億円突破。7,500社超

MNTSQ MNTSQ 2020 なし 2025年10月 AIエージェント発表

OLGA GVA TECH 2020 なし 2024年12月 東証グロース上場

LAWGUE FRAIM 2019 なし AI OCR搭載（契約書中心）

CloudSign Review 弁護士ドットコム 2023 なし 250万社基盤

4.2 訴訟文書AI生成サービス（黎明期）— AILEXの中核市場

サービス 対象 AI文書生成
ファクトチェッ

ク
事件管理 備考

弁護革命 弁護士 △（分析/補助） × × 2025年4月 AI文書分析機能

Legal Knowledge 弁護士 △（詳細不明） × × 2025年8月リリース

llamadrive 弁護士 △ × △ 福岡発スタートアップ

Legal AI 一般市民 ●（基本） × × 本人訴訟向け。非営利

本人訴訟サロン 一般市民 ●（基本） × × 2023年4月。無料提供

調査機関Eの発見: 「日本国内で訴訟・交渉文書の作成支援に特化したAIツールの先行事例はほとんど確認で

きない。リーガルテックの主流はこれまで契約実務支援であり、訴訟現場にフォーカスしたサービスは手付

かずの領域であった。」

4.3 弁護士向け事件管理SaaS — AI統合は極めて遅れている

サービス 価格帯 AI文書生成 AIチャット ファクトチェック

LEALA 個別見積 × △（2026年予定） ×

CloudBalance 月3,980円/人 × × ×

ロイオズ 月1,480円/人 × × ×

firmee 年49,800円 △（ひな型） △（ChatGPT連携） ×

Armana 月1,000円/人〜 × × ×

調査機関Eの指摘: 「こうした事務所向けのクラウドサービスは多数存在するが、その多くは事件・顧客管理や会計機能に特化

した業務管理ツールであり、統合型リーガルOSは世界的に見ても黎明期。米国ではClioがAI助手「Clio
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Duo」を発表し始めた段階。」
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5. 全調査機関統合: 競合比較マトリクス

AILEXの中核機能と全競合サービスの包括的比較（5調査機関の分析を統合）

機能 AILEX LegalOn
Legal

Knowledge
弁護革命 llama drive Legal AI LEALA firmee

法律相談AIチャット ● △ ● × × △ △予定 △

訴訟書面AI生成(27種) ● × △ △補助 △ ●基本 × △

AIファクトチェック ● × × × × × × ×

訴訟資料OCR+自動分類 ●27種 × × ●OCR △ × × ×

事件管理 ● △契約 × × × × ● ●

文書管理 ● ●契約 × ● ● × ● △

請求・会計管理 ● × × × × × ● △

統合ワークフロー ● × × × × × △ ×

対象 法律事務所 企業法務 弁護士個人 弁護士個人 弁護士個人 一般市民 法律事務所 法律事務所

● = 機能あり △ = 限定的/予定 × = なし

最重要発見: AIファクトチェック機能を標準搭載したリーガルテックSaaSは、調査した全サービス（50社超

）においてAILEX以外に確認されなかった。（調査機関A・C一致。確信度99%）
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6. AILEX機能別の先行サービス有無

AILEX機能 個別の先行 統合の先行 判定

(1) 訴訟文書AI生成（27種類）
あり（弁護革命、
llamadrive等）

なし
単機能では先行あり
統合型では未確認

(2) AI法律相談チャット
あり（LegalSearch、

MNTSQ等）
なし 訴訟特化チャットは 未確認

(3) AIファクトチェック 確認されず 確認されず 全調査で先行なし （確信度99%）

(4)
訴訟資料OCR＋27種自動分類

OCRはあり
自動分類は未確認

なし 訴訟資料自動分類は 未確認

(5) 事件管理＋請求管理 あり（LEALA等 10社超） — 多数の先行あり

(1)〜(5) の全統合 — 全調査で 確認されず AILEXの独自性は ここにある
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7. AILEXの独自性分析

7.1 AIファクトチェック機能 — 全調査で先行サービスなし

調査機関Cが50以上のサービスを網羅調査した結果、AIファクトチェック機能を標準搭載したリーガルテックSaaS

は日本市場に存在しないことが確認された（確信度99%）。米国では2023〜2024年に弁護士がAI生成の虚偽判例を

裁判所に提出し社会問題化しており、AIハルシネーション対策として法律業務では特に重要な機能である。

7.2 マルチAI統合アーキテクチャ — 役割分担型設計

調査機関Cの仕様書分析により、AILEXが3つの異なるAIを目的別に統合していることが確認された。既存サービス

は単一AIまたは最大2つまでの統合にとどまる（確信度95%）。法律相談（対話型AI）→

文書生成（生成特化AI）→ ファクトチェック（検索拡張型AI）という一貫したワークフローを実現。

7.3 訴訟資料27種自動分類 — 契約書OCRはあるが訴訟資料版は未確認

既存のOCRサービス（LAWGUE AI OCR、弁護革命のPDF OCR等）は契約書・規程または汎用PDF処理が中心。訴訟資

料に特化した27種類の自動分類システムは、調査機関Cの調査において他に確認されなかった（確信度90%）。

7.4 プロフェッショナル向け設計

機能 AILEX 本人訴訟系 Legal Knowledge

ロール管理（attorney/paralegal/staff/ad
min）

● × ×

事件単位管理 ● × ×

API使用同意管理 ● × 不明

請求・会計管理 ● × ×

監査ログ ● × 不明
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8. 海外競合との比較

サービス 本拠地 訴訟文書AI 事件管理 日本語 小規模向け ファクトチェック

Clio カナダ △ ● × ● ×

AI.Law 米国 ● △ × ● ×

Harvey AI 米国 ● × △ × ×

CoCounsel 米国 ● × △ × ×

Smokeball 米国 △ ● × ● ×

EvenUp 米国 ●(人身傷害特化) × × × ×

LegalMation 米国 ● × × △ ×

調査機関Eの発見: 海外ではEvenUp（人身傷害特化、ユニコーン企業化）やLegalMation（訴状自動生成）等の先

行事例あり。ただし日本語・日本法に対応し、AIファクトチェックを備え、事件管理を統合した小規模事務所向

けSaaSは海外にも存在しない。米国でClioがAI助手「Clio

Duo」を発表し始めた段階であり、統合型リーガルOSは世界的にも黎明期。
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9. 「日本初」主張の切り口別妥当性判定

5調査機関の分析を統合した切り口別評価

切り口 A B C D E 統合判定 リスク

A. 訴訟文書AI生成で日本初 × × × × × × 不可 高

B. AIファクトチェック搭載 ● — ●(99%) — — ◎ 最有力 低〜中

C. 訴訟業務統合SaaS ● ● ●(95%) — ● ◎ 極めて有力 中

D. 小規模向けAIリーガルOS ● ● ● — ● ● 有力 中

E. マルチAI統合訴訟支援 — — ●(95%) — — ● 有力 中

F. 訴訟実務×AIで日本初 × × × × × × 不可 高

◎ = 最有力 ● = 有力/確認済 △ = 限定的 × = 不可 — = 直接言及なし

切り口B: AIファクトチェック搭載で日本初 — 確信度99%

調査機関Cが50以上のサービスを調査した結果、「AIファクトチェック機能を標準搭載しているリーガルテックSa

aSは確認できなかった」と結論。AIハルシネーション対策として法律業務における信頼性担保の仕組みは日本の

リーガルテック市場で先駆的と評価。

切り口C: 訴訟業務統合AI SaaSとして日本初 — 確信度95%

「相談→文書生成→検証→管理」の一気通貫SaaSは市場に存在しない。調査機関Eも「日本国内でAILEXと直接競

合しうる製品は現時点で存在しない」と明言。

切り口D: 「弁護士向け統合AIリーガルOS」として日本初 — 有力

調査機関Eの結論: 「AILEXはチャット相談からドラフト作成、案件管理まで包含することから〈弁護士向け統合A

IリーガルOS〉と位置付けられる。他サービスが断片的機能を提供する中で、AILEXは一気通貫のワークフローを

実現している点が独創的。現状は唯一無二のポジション。」
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10.「弁護士向け統合AIリーガルOS」のポジショニング根拠

調査機関Eの結論: 「AILEXは日本初の弁護士事務所向け訴訟文書特化AI SaaSと評価して差し支えない。他社

は契約書レビューや部分的なAI活用にとどまり、訴訟実務全般を支援する統合AIクラウドは未だ存在しない

。〈弁護士向け統合AIリーガルOSのパイオニア〉といった主張には十分な根拠がある。」

10.1 「リーガルOS」の定義と該当性

■ 事件管理OS:

案件登録→進捗追跡→期日管理→請求管理を一元化。LEALA等の事件管理SaaSと同等機能を内蔵

■ 文書管理OS: 訴訟資料のOCR→自動分類（27種）→ZIP一括取り込み→事件との紐付け。弁護革命のOCR機能

を超える訴訟特化分類

■ AI文書生成OS: 27種類の訴訟書面テンプレートに基づくAI自動生成。事件情報と連動した根拠条文の提示

■ AI相談OS: 法律相談AIチャットによる事件に関する質疑応答。セッション管理による文脈保持

■ 品質保証OS: AIファクトチェック機能による生成内容の検証。外部ソース参照とURL根拠の透明性確保

10.2 市場ポジショニングマップ

市場セグメント 既存プレイヤー 状況 AILEXの関係

契約書レビュー LegalOn, GVA assist, LAWGUE 飽和（10社超） 不参入

法律事務所管理 LEALA, loioz, firmee 確立 統合対象

本人訴訟支援 Legal AI 拡大中 対象外（プロ向け）

弁護士向けAI文書支援 Legal Knowledge, 弁護革命 新興（2025年〜） 部分競合

統合型訴訟AI SaaS — 未開拓 AILEXが開拓

10.3 海外事例との対比（調査機関Eの知見）

海外ではEvenUp社（人身傷害事件特化の訴訟AI）が短期間でユニコーン企業となった事例があり、訴訟文書AI市

場のポテンシャルの大きさを示している。また米国Clioが「Clio Duo」としてAI助手の統合を開始した段階であ

り、「統合型リーガルOS」は世界的にも黎明期である。AILEXは日本語・日本法に特化した統合型リーガルOSとし

て、グローバルにも先駆的なポジションにある。
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11. 法的リスク分析（景品表示法）

11.1 景品表示法の規制強化

消費者庁は2024年9月に「No.1表示に関する実態調査報告書」を公表し、取り締まりを大幅に強化。令和5年度の

措置命令44件中13件がNo.1表示関連。「日本初」は景品表示法第5条（優良誤認表示）の規制対象となる。

違反類型 罰則

故意の不当表示（直罰規定） 100万円以下の罰金

課徴金 売上額 x 3%（上限3年分）

措置命令違反 2年以下の懲役 or 300万円以下の罰金

法人への罰金 3億円以下

11.2 「日本初」を主張する場合の必須条件

1. 第三者調査機関（東京商工リサーチ、日本マーケティングリサーチ機構等）による先行事例調査

2. カテゴリの厳密な定義（「弁護士向け訴訟業務統合AI SaaS」等）

3. 調査時点・出典の明記（「XX調査機関調べ、20XX年X月時点」）

4. 根拠資料の保管（消費者庁からの照会に備えて）

11.3 弁護士法72条への対応（調査機関Eの知見）

サービス内容が弁護士法72条の非弁行為に抵触しないよう留意が必要。AILEXは弁護士向けの業務支援ツールとし

て設計されており、AIが法律事務を直接行うのではなく、弁護士の判断を補助する位置づけ。API使用同意管理（

consentapiallowed, consentscope）と監査ログ（auditlogs）による透明性確保が実装済み。
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12. 潜在的競合リスクと時間的優位性

12.1 既存プレイヤーの拡張リスク

リスク要因 蓋然性 詳細

LegalOnが訴訟モジュールを追加 中〜高 ARR100億円の資金力。プレスで示唆あり

弁護革命が事件管理機能を統合 中 弁護士ドットコムのプラットフォーム力

LEALAがAIエージェントを搭載 中〜高 2026年にAgentforce搭載予定

Legal Knowledgeが事件管理を追加 中 2025年8月リリースの新興サービス

海外勢（Clio等）が日本参入 低〜中 日本語・日本法対応のハードル

12.2 時間的優位性

2025〜2026年に弁護士向けAI支援ツールが急増しているが、訴訟業務統合型はまだ存在しない。2026年6月の

民事裁判IT化完全施行と最高裁のAI補助活用検討開始は、AILEXにとって大きな追い風。先行者として市場を

定義し、事実上の標準を確立できるウィンドウは限られている。調査機関Eは「今後大手ベンダーが類似の統

合AIプラットフォームを出す可能性はあるが、先行者利益として市場定義とブランド確立が重要」と指摘。
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13. 推奨事項と差別化表現

13.1 推奨する「日本初」主張カテゴリ（優先度順）

優先度 カテゴリ 確信度 推奨表現

1
AIファクトチェック搭載
リーガルテックSaaS

99%
「日本初※ AIファクトチェック搭載の

リーガルテックSaaS」

2 訴訟業務統合AI SaaS 95% 「日本初※ 訴訟業務統合AI SaaS」

3 マルチAI統合訴訟支援 95% 「日本初※ 3つのAIを統合した 訴訟支援SaaS」

4
小規模事務所向け
AI統合リーガルOS

90% 「日本初※ 弁護士向け 統合AIリーガルOS」

※いずれも「XX調査機関調べ、20XX年X月時点」の注記が必須

13.2 「日本初」を使わない差別化表現（低リスク推奨）

リスク 表現例 用途

✓ 低 訴訟実務のためのAI統合プラットフォーム LP・プレスリリース

✓ 低 弁護士の"訴訟OS"をつくる ブランドメッセージ

✓ 低 事件管理からAI文書生成まで、ワンストップ 機能訴求

✓ 低 契約レビューではなく、訴訟実務を変える 差別化メッセージ

✓ 低 相談→生成→検証→管理。すべてが、ひとつに。 キャッチコピー

✓ 低 AIが生成し、AIが検証する。法律文書の新基準。 ファクトチェック訴求

△ 中 日本初※ 弁護士向け統合AIリーガルOS ※調査注記付き 第三者調査後のPR

× 高 「日本初」（根拠なし）/ 「業界唯一」 使用不可
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14. 結論

14.1 5調査機関の統合結論

1. AILEXの全機能セットを再現する単一の先行サービスは、日本国内・海外ともに確認されなかった（5調査機

関一致）

2. AIファクトチェック機能の標準搭載は、調査した50社超のリーガルテックSaaSにおいて他に確認されなかっ

た（確信度99%）

3. 訴訟業務の一気通貫ワークフロー（相談→生成→検証→管理）を統合したSaaSは市場に存在しない（確信度

95%）

4. 個別機能（訴訟文書AI生成、AIチャット、事件管理等）にはそれぞれ先行サービスが存在する

5. 「日本初」主張には第三者調査機関による裏付けが不可欠であり、根拠なしでの使用は景品表示法上の重大

なリスクを伴う

6. 調査機関Eは「弁護士向け統合AIリーガルOSのパイオニア」との主張に十分な根拠があると結論

14.2 最終評価

評価項目 判定

市場ポジショニング ✓ 戦略的に正しい（構造的空白地帯を突いている）

「弁護士向け統合AIリーガルOS」の位置づ
け

✓ 十分な根拠あり（調査機関E含む5機関の支持）

無条件の「日本初」主張 × 推奨しない（景品表示法リスク）

AIファクトチェック搭載で日本初 ◎ 確信度99%。第三者調査を経れば強力に主張可能

訴訟業務統合AI SaaSとして日本初 ◎ 確信度95%。第三者調査を経れば主張可能

推奨マーケティング戦略 ファクトチェック機能と一気通貫ワークフローの独自性を前面に

市場参入のタイミング ✓ 強い追い風（2026年6月民事裁判IT化＋最高裁AI検討開始）

AILEXは、日本発の「弁護士向け統合AIリーガルOS」として、訴訟実務という構造的空白地帯においてパイオ

ニア的存在であると評価できる。契約レビューに偏重した日本のリーガルテック市場を補完し、弁護士の訴

訟業務全体を一気通貫で支援する唯一の統合プラットフォームとして、第三者調査を経た上での「日本初」

主張は十分に成立しうる。

本レポートは2026年2月6日時点の情報に基づく。リーガルテック市場は急速に進化しており、結論は定期的な再調査により更新

されるべきである。

調査機関: 調査機関A・B・C・D・E（独立した5系統の調査を実施）

参考情報源: LegalOn Technologies公式サイト、矢野経済研究所、GVA TECHリーガルテックカオスマップ2025、PR TIMES各社プ

レスリリース、各社公式サイト、消費者庁「No.1表示に関する実態調査報告書」、仕様書v5n/v5t分析、事業性評価書、VeriLex

公式サイト、LexisNexis Japan、Armana公式サイト


